
住民１人当たりの金額：合計５９万２,７１６円� （令和３年３月末人口：３万３,６４３人）
町 税 繰 越 金 財産収入 諸 収 入 使用料および手数料

１４万６,１２５円 １万８,９７５円 ３７０円 ４,３５２円 ５,７３５円

分担金および負担金 繰 入 金 寄 付 金 国庫支出金 地方交付税

２,５７８円 ２,３４５円 １１万６,０３６円 １９万２,００４円 １万７,８２１円

県支出金 町 債 地方消費税交付金 依存財源その他

２万６,９６３円 ３万２,７４４円 ２万７０円 ６,５９８円

町税
49億1,609万円

繰越金　6億3,837万円

財産収入　1,246万円

諸収入　1億4,642万円

使用料および手数料
　1億9,294万円

分担金および負担金
　8,673万円

繰入金　7,888万円

寄付金
39億379万円

その他　2億2,198万円
［内訳］地方譲与税� 7,664万円
　　　地方特例交付金� 5,328万円
　　　環境性能割交付金� 962万円
　　　利子割交付金� 326万円
　　　その他� 7,918万円

合計
199億4,074万円

国庫支出金
64億5,960万円

地方交付税
5億9,955万円

県支出金　9億711万円

町債　11億159万円
地方消費税交付金　6億7,523万円

収 入収 入

自依
主存

財財
源源

◇収　入
　収入は、令和元年度よりも６３億９,４６５万円多
くなりました。これは、令和２年度に新型コロナ
ウイルス感染症対策事業、町営住宅建築事業や相
島漁港沖防波堤災害復旧事業などを行ったことに
より国庫支出金や町債が増額となったことや、ふ
るさと寄付金が増加したことが影響しています。
　また、国庫支出金や町債が増加したことにより、
収入の内訳は、町税など町が主体的に収入できる
自主財源が約５０.１％、国や県からの交付金や町
の借金である町債などの依存財源は約４９.９％と
なっており、令和元年度と比較すると依存財源の
割合が１６.４％増加しています。
　町税は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り法人町民税やたばこ税が減少し、前年度と比較
して１億３,８７３万円（対前年度比２.８％）の減少
となっています。

　収入から支出を引いた額は、３億７,０７０万円で
黒字となっています。このなかには、令和２年度
中に完成しなかったため令和３年度に繰り越す事
業に充てる収入も含まれています。その額を除い
た実質収支は、３億５,１３８万円の黒字です。

一 般一 般 会 計会 計

令和２年度

町の決算
みなさんが納めた税金や国からの交付金などの
収入を、どのような目的で、いくら使ったかを
お知らせします。
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￥

住民１人当たりの金額：合計５８万１,６９７円
� （令和３年３月末人口：３万３,６４３人）
民 生 費 教 育 費 総 務 費 衛 生 費

１１万３,２８６円 ６万３,２７７円 ２０万５,３３３円 ２万８,９０７円

公 債 費 土 木 費 諸支出金 消 防 費

２万８,７１０円 ５万２,２８６円 ４万５,２３９円 １万５,４５３円

農林水産業費 議 会 費 商 工 費 災害復旧費

２,９４２円 ２,７１５円 ４,９５４円 １万８,５９５円

○緑ケ浜町営住宅新築事業
� ６億１,１７３万円
○相島漁港沖防波堤災害復旧事業�����������������������������
� ５億９,７８７万円
○�町立小学校・中学校校内通信
ネットワーク整備事業
� １億４,８７８万円
○新宮ふれあいの丘公園整備事業
　（駐車場、グラウンド・広場等）�
� １億１,６２０万円
○的野～寺浦線道路改良事業
� ４,６０７万円
○立花口古民家改修事業
� ３,８４７万円
○�立花小学校給食室空調設備改修
事業� ３,６１６万円
○湊
みなといせき
井堰公園整備事業

� ３,５９６万円
○相島小学校トイレ改修事業
� ３,５１７万円

令和２年度に実施した

主な事業 支 出支 出

合計
195億7,004万円

民生費
38億1,128万円

教育費
21億2,884万円

総務費
69億801万円

衛生費
9億7,252万円

公債費
9億6,588万円

土木費
17億5,907万円

諸支出金
15億2,197万円

消防費　5億1,990万円

農林水産業費　9,898万円

その他　8億8,359万円
［内訳］議会費� 9,133万円
　　　商工費� 1億6,668万円
　　　災害復旧費　6億2,558万円

◇支　出
　支出は、令和元年度よりも６６億６,２３１万円多
くなりました。令和２年度は、新型コロナ感染症対
策などの影響で全体的に増加傾向となっています。
　目的別にみると、総務費、土木費、災害復旧事
業費や諸支出金が大きく増加しています。
　総務費は、特別定額給付金（国民一人当た
り１０万円給付）給付事業やふるさと納税事業
の拡大に伴う委託料や使用料が増えたことか
ら、４３億９,６６５万円（対前年度比１７５.１％）
増加、土木費は、町営住宅建築事業などにより

４億３２３万円（対前年度比２９.７％）増加、災害復
旧事業費は、令和元年度に被災した相島漁港沖防波
堤の復旧事業により６億１,５９９万円（対前年度比
６４２３.４％）増加、諸支出金は、ふるさと応援基
金や減債基金への積立金などにより７億４,７０９万
円（対前年度比９６.４％）増加しています。
　また、教育費もＧＩＧＡスクール構想に伴うタブ
レットなどの購入や通信環境の整備、学校施設な
どにおける感染対策事業などにより１億６,２３２万
円（対前年度比８.３％）増加しています。

令和２年度　町の決算 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）
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相島診療所事業特別会計
　相島にある町立診療所を運営するための会計で
す。
� 収入　３,３９６万円
� 支出　３,２０１万円
○年間延べ患者数　２,５３０人

簡易水道事業特別会計
　相島の水道事業を運営するための会計です。
� 収入　１億６,１０２万円
� 支出　１億６,０１９万円
○給水人口　２４６人

水道事業会計
　相島を除く町の水道事業を運営するための会計
です。水道事業会計は、地方公営企業法が適用さ
れており、複式簿記による経理となります。
� 収益的収入　７億５,２７３万円
� 収益的支出　６億８,０５９万円
� 資本的収入　　　６,６５８万円
� 資本的支出　２億５,６９１万円
○給水人口　３２,８７４人

公共下水道事業会計
　公共下水道事業を運営するための会計です。
　平成３０年度から地方公営企業法が適用されてい
ます。
� 収益的収入　９億６,６０３万円
� 収益的支出　８億９,３０５万円
� 資本的収入　４億５,７１４万円
� 資本的支出　６億４,７９１万円
○処理区域面積　４３７ha

相島漁業集落環境整備事業特別会計
　相島の下水道事業を運営するための会計です。
� 収入　１,０３８万円
� 支出　　�９６６万円

渡船事業特別会計
　新宮港と相島港の間を運航する渡船を運営する
ための会計です。
� 収入　１億２,４７２万円
� 支出　１億２,１３２万円
○年間乗客数　９万２,９６３人
○年間運航回数　１,９５４回

国民健康保険特別会計
　国民健康保険制度を運営するための会計です。
� 収入　２２億７,７２２万円
� 支出　２２億４,４７７万円
○加入世帯数　３,０２４世帯

後期高齢者医療特別会計
　75歳以上の人の医療制度を運営するための会計
です。
� 収入　３億６,６０１万円
� 支出　３億６,０５８万円
○被保険者数　２,７８９人

住宅新築資金等貸付事業特別会計
　住宅新築資金などを貸し付けるための会計です。
現在は、新たな貸し付けを行っていないため、返
済事務のみを行っています。
� 収入　８７万円
� 支出　８５万円

特 別特 別 会 計会 計
　特別会計とは、特定の事業の内容や資金の運用
状況をより分かりやすくするために、一般会計と
分けて経理をする会計です。本町には、７つの特
別会計と２つの事業会計があります。

令和２年度　町の決算
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　財政健全化判断比率は、町の財政がどのような状況であるかを判断する比率です。
■健全化判断比率� （単位：％）

区　分 令和元年度 令和２年度 早期健全化基準 財政再生基準
①実質赤字比率 － － １４.１４ ２０.０
②連結実質赤字比率 － － １９.１４ ３０.０
③実質公債費比率 　７.３ 　７.４ ２５.００ ３５.０
④将来負担比率 ８８.２ ５９.８ ３５０.００　 基準なし

①普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・相島診療所事業特別会計）の赤字の状況
②全会計の赤字と黒字を合算したときの町の赤字の状況
③町の財政規模に対して町債の返済額がどれくらいあるかを表すもの
④町の財政規模に対して、町債など現在町が抱えている負債がどれくらいあるかを表すもの
※①、②は全会計に赤字がないため「－」で表しています。

資金不足比率
会　計　名 令和元年度 令和２年度

水 道 事 業 会 計 － －
公 共 下 水 道 事 業 会 計 － －
渡 船 事 業 特 別 会 計 － －
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 － －
相島漁業集落環境整備事業特別会計 － －

　利用料金で運営する特別会計
の経営状況を判断する比率で
す。すべての会計に資金の不足
がないため、「－」で表していま
す。

財政健全化判断比率

基　金■基金現在高
基金名 令和元年度 令和２年度

積立基金 ３４億８,５０８万円 ４８億７,８６０万円
財政調整基金 ２４億６９６万円 ２４億７８３万円
減債基金 ３億４,９４２万円 ６億４,９６３万円
災害対策基金 ７０９万円 ７０９万円
ふるさと応援基金 ７億２,０１７万円 １８億９５５万円
森林環境譲与税基金 １４４万円 ４５０万円
定額運用基金 １億４,３９０万円 １億４,３９０万円
土地開発基金 １億４,０００万円 １億４,０００万円
国民健康保険高額療養資金貸付基金 １５０万円 １５０万円
国民健康保険出産資金貸付基金 ２４０万円 ２４０万円

合　計 ３６億２,８９８万円 ５０億２,２５１万円

　基金には、将来実施する事業の財
源として積み立てる積立基金と、特
定の事業を運営する資金となる定額
運用基金の２つがあります。家庭で
の預貯金に当たるものが、積立基金
です。令和２年度は、ふるさと応援
基金を７,８００万円取り崩しました
が、１１億６,７３８円積み立てました。
また、令和４年度以降の公債費の増
加に対応するために減債基金を３億
円積み立てました。

町　債
■町債現在高

会計名 令和元年度 令和２年度
一般会計 １４０億３２８万円 １４１億９,９９５万円
渡船事業特別会計 １億３,２２７万円 １億１,６３１万円
簡易水道事業特別会計 １億１,９８４万円 １億４,８１７万円
水道事業会計 １４億１,６０２万円 １２億８,２９０万円
公共下水道事業特別会計 ５５億８,４４８万円 ５５億４,０６９万円
相島漁業集落環境整備事業特別会計 ３,３８３万円 ３,０９１万円

合　計 ２１２億８,９７２万円 ２１３億１,８９３万円

　町債とは、国や金融機関から
の借金のことで、特定の事業を
実施する場合に借り入れること
が認められています。令和２年
度は新型コロナウイルス感染症
の影響による減収を補てんする
目的や公園整備事業、災害復旧
事業などを行うための財源とし
て新しく町債を発行しているた
め現在高は増加しています。
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